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（１） 京都府全体の人口動向の現状 

○ 人口はすでに本格的な減少局面 

  ・ 総人口は、２００４年の約２６５万人をピークに減少。２００５年以降は自

然減となっており、すでに本格的な人口減少局面 

  ・ 人口の高齢化も進展。年少人口（０～１４歳）、生産年齢人口（１５～６４

歳）は既に減少を続けている一方、老年人口（６５歳～）が増加の一途 

○ 低い合計特殊出生率（以下「出生率」という。） 

  ・ ２０１４年の出生率は１．２４と全国ワースト２位であり、出生数も４年連

続で低下 

○ 大学進学時に転入超過であるものの、就職時以降転出超過 

  ・ おおむね１９７６年までは転入が超過し、その後は転出が超過する社会減の

状態が継続 

  ・ 大学入学年齢を含む１５～１９歳は転入超過する一方、若い働く世代である 

２０～３９歳は転出超過 

  ・ 転出超過先は東京圏と関西圏 

 

 

 

京都府の年齢３区分別人口の推移 

 

 

人口の現状 

出典：総務省「国勢調査」「推計人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」  
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京都府の出生･死亡数、転入･転出数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都府の合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都府の出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「人口動態調査」 

出典：厚生労働省「人口動態調査」 

出典：厚生労働省「人口動態調査」 
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京都府の年齢階級別の人口移動の状況 

 

 

京都府の地域ブロック別の人口移動の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」※外国人を含まない 

人 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」※外国人を含まない 

参考：内閣官房「地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）」 

 」  

 2010年  2011年  2012年  2013年  2014年
・滋賀県 ・滋賀県 ・大阪府 ・大阪府 ・大阪府
・東京都 ・大阪府 ・滋賀県 ・東京都 ・東京都
・大阪府 ・東京都 ・東京都 ・滋賀県 ・滋賀県

転出超過
上位３都道府県

参考：内閣官房「地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）」 
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京都府と他の都道府県との人口移動の状況（2014 年） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転入超過数内訳 

（総数） 

転出超過数内訳 

（総数） 

出典：内閣官房「地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）」人口マップ From-to 分析（定住人口） 

転入：20歳代 転出：20 歳代 

転入：30 歳代 転出：30 歳代 
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（２） 京都市への人口集中 

  ・ 京都府の総人口約２６４万人のうち半数以上（約５６％）の約１４７万人は

京都市が占める一方、２番目の規模の宇治市が約１９万人で、その他の市町村

は１０万人に満たない規模 

  ・ 京都府の人口動向にとって京都市は重要である一方、地域ごとの動向を見る

ことが重要 

 

 京都府の人口・合計特殊出生率 

京都府 2010 年人口 

（人） 
合計特殊 

出生率 

2,636,092 1.24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： 

［人口］総務省「国勢調査」 

［出生率・府］厚生労働省「平成 26 年人口動態統計月報年計（概数）」 

［出生率・市町村］厚生労働省「平成 20 年～平成 24 年人口動態保健所・市区町村別統計」 

北部地域
2010年人口

（人）

合計特殊

出生率

福知山市 79,652 1.96

舞鶴市 88,669 1.87

綾部市 35,836 1.63

宮津市 19,948 1.65

京丹後市 59,038 1.73

伊根町 2,410 1.51

与謝野町 23,454 1.71

中部地域
2010年人口

（人）
合計特殊
出生率

亀岡市 92,399 1.32

南丹市 35,214 1.38

京丹波町 15,732 1.40

京都市域
2010年人口

（人）
合計特殊
出生率

京都市 1,474,015 1.16

南部地域
2010年人口

（人）
合計特殊
出生率

宇治市 189,609 1.35

城陽市 80,037 1.27

向日市 54,328 1.37

長岡京市 79,844 1.38

八幡市 74,227 1.37

京田辺市 67,910 1.35

木津川市 69,761 1.54

大山崎町 15,121 1.38

久御山町 15,914 1.47

井手町 8,447 1.33

宇治田原町 9,711 1.36

笠置町 1,626 1.09

和束町 4,482 1.18

精華町 35,630 1.33

南山城村 3,078 1.05
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（３） 地域間で大きく異なる人口動向 
出典：総務省「2010 年国勢調査」年齢階級別の５年間（2005 年→2010 年）の人口移動状況 

 

① 北部地域（丹後・中丹） 

  ・ 出生率は、京都府平均のみならず、全国平均も上回る水準 

  ・ 一方で、大学進学時を含む１５～１９歳の人口の転出が大きく、２０～２９

歳の人口の転入があるものの、全体としては社会減 
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② 中部地域（南丹） 

  ・ 出生率は、京都府平均を上回り、おおむね全国平均前後 

  ・ １９歳以下の人口は転入超過となっているものの、大学卒業時を含む２０～

２４歳の人口の転出が大きく、全体としては社会減 

 

 
③ 京都市域  

  ・ 出生率が１．１６と全国平均・京都府平均を大きく下回る水準 

  ・ 中学・高校・大学進学時を含む１０～１９歳の人口の転入が大きく、大学卒

業後の２０～２９歳の人口が大きく転出し、３０～３９歳の人口も転出するも

のの、全体としては社会増 
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④ 南部地域（山城） 

  ・ 出生率は、大半の市町村において京都府平均を上回り、おおむね全国平均前

後。ただし、相楽東部地域においては、全国平均・京都府平均を大きく下回る

水準 

  ・ 乙訓地域、学研地域は全体として社会増であり、特に学研地域では人口が増

加。一方、相楽東部地域はほぼ全年代で転出超過 
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○ 国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の推計によれば、

２００５年から始まった総人口の減少は今後とも続き、２０４０年には約２２２

万人となり、その後も減少に歯止めがかからない。 

○ 出生率が２０４０年に人口置換水準とされる２．０７程度にまで上昇すれば、

総人口は２０８０年に約２１３万人で減少に歯止めがかかる。ただし、この場合

においても、北・中部地域においては依然減少に歯止めがかからない。 

 

○ さらに、北・中部地域において２０３０年に社会減が解消し、２０４０年以降 

 ３,６００人／５年の社会増が実現すれば、京都府内のすべての地域で人口減少

に歯止めがかかり、総人口は２０８０年に約２２４万人で維持される。 

 

○ こうした見通しのもと、定住人口対策に全力を挙げて取り組みつつ、現実の人

口動向も勘案しながら、定住人口一辺倒ではなく、交流人口の拡大もめざした施

策を推進する。 

① 京都府の人口の将来推計 

 

人口推計の仮定条件 

◆日本創成会議推計 

出生率に関する仮定：2010 年の子ども女性比率（合計特殊出生率から換算）が 2015 年以降も一定 

 → （合計特殊出生率）2020 年＝1.28、2030 年＝1.26、2040 年＝1.27 

社会移動に関する仮定：2005～2010 年の国勢調査に基づく純移動率（各年代ごとに算出）が、2040 年までおおむね同水準で推移 
 

◆国立社会保障・人口問題研究所推計（社人研推計） 

出生率に関する仮定：日本創成会議推計の仮定と同じ 

社会移動に関する仮定：2005～2010 年の国勢調査に基づく純移動率（各年代ごとに算出）が、2015～2020 年まで

に定率で 0.5 倍に縮小し、その後は一定 

人口ビジョン（将来展望） 

社人研推計   

２０４０年 約２２２万人 

２０６０年 約１７９万人 

２０８０年 約１３５万人 

２０１０年 約２６４万人 

府推計２ 

２０４０年 約２４４万人 

２０６０年 約２３１万人 

２０８０年 約２２４万人 

日本創成会議推計   

２０４０年 約２１９万人 

府推計１   

２０４０年 約２４１万人 

２０６０年 約２２４万人 

２０８０年 約２１３万人 

将来推計人口 実績値 
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◆府推計１ 

出生率に関する仮定：国の長期ビジョンで示された合計特殊出生率の仮定と同じ 

         → （合計特殊出生率）2020 年＝1.60、2030 年＝1.80、2040 年＝2.07 

社会移動に関する仮定：社人研推計の仮定と同じ 
 

◆府推計２ 

(その１) 

出生率に関する仮定：府推計１の仮定と同じ 

社会移動に関する仮定：2030 年に社会減の地域が解消し、2040 年以降は 5年単位で、北部地域（丹後・中丹）は

2,500 人の転入増、中部地域（南丹）は 1,100 人の転入増が続くと仮定。京都市域・南部地

域（山城）は社人研推計の仮定と同じ 

（その２） 

出生率に関する仮定：府推計１の仮定のうち、北部地域（丹後・中丹）のみ 2040年の合計特殊出生率を2.3と仮定 

社会移動に関する仮定：2030 年に社会減の地域が解消し、2040 年以降は 5年単位で、北部地域（丹後・中丹）は

1,000 人の転入増、中部地域（南丹）は 1,100 人の転入増が続くと仮定。京都市域・南部地

域（山城）は社人研推計の仮定と同じ 
 

② 地域別の人口の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  2040 年人口 2060 年人口 2080 年人口 

社人研推計 約１０．７万人 約７．９万人 約５．５万人 

府推計１ 約１１．５万人 約９．６万人 約８．１万人 

府推計２ 約１２．０万人 約１０．８万人 約１０．２万人 

 

 

 

 

 

 

 

 
  2040 年人口 2060 年人口 2080 年人口 

社人研推計 約１９０．０万人 約１５５．２万人 約１１８．０万人 

府推計１ 約２０６．７万人 約１９５．７万人 約１８９．９万人 

府推計２ 約２０７．８万人 約１９７．８万人 約１９２．８万人 

 

 

 

 

 

  2040 年人口 2060 年人口 2080 年人口 

社人研推計 約２１．７万人 約１６．１万人 約１１．７万人 

府推計１ 約２２．８万人 約１８．３万人 約１４．９万人 

府推計２ 約２４．３万人 約２２．２万人 約２１．３万人 

北部地域（丹後・中丹） 

中部地域（南丹） 

 

京都市域・南部地域（山城） 

 

 

 

2010 年 約 30.9 万人 

2010 年 約 14.3 万人 

2010 年 約 218.4 万人 
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③ 人口構成 

○ 社人研推計の場合、人口の高齢化が進展し、２０８０年には４２．０％にま

で高齢化率が高まる。 

 

○ 総人口が２０８０年に約２２４万人で維持される場合、人口の高齢化に歯止

めがかかり、高齢化率は２０８０年には２０１０年と同程度の水準となる。 

また、年少人口の比率が増え続け、人口が若返る。 
 

 

京都府の年齢３区分の構成 

 

京都府の年代別構成 ※府推計２（その１）の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑ ９０歳以上を 

すべて含む 
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④ 交流人口の視点の重要性 

 

○ 日本全体で定住人口は減少しているが、通勤・通学等の昼間人口、ビジネ

スやインバウンドを含む観光客、週末居住や二地域居住、留学生や地域に入

って活動する若者など、広い意味での「交流人口」は増加しつつある。 

 

○ こうした人々は、消費活動により地域経済に貢献（※）しているだけでな

く、埋もれた地域資源に光を当てたり、多様な交流を通じて賑わいと活力を

もたらすなど、地域の発展に大きな役割を果たしてきており、定住人口だけ

でなくこれら交流人口の存在も意識しながら、地域の将来を展望していくこ

とが重要である。 

 

（※）例えば、旅行者の消費額は、外国人旅行者 10 人分、国内旅行者（宿泊）26

人分、国内旅行者（日帰り）83 人分が定住人口１人分の年間消費額に相当し、

旅行者の消費活動を含めた経済効果から見た人口規模を試算すると以下のグ

ラフのようになる。 

 

観光庁試算（2013 年分）を参考 

定住者１人当たりの年間消費額＝約 124万円（総務省：2013 年家計調査） 

     ・訪日外国人１人１回あたりの消費額＝13.7 万円（観光庁：2013年訪日外国人消費動向調査） 

                           → 定住人口約 10人分に相当  

・国内旅行者１人１回あたりの消費額（宿泊）＝4.8 万円（観光庁：2013年旅行･観光消費動向調査） 

→ 定住人口約 26人分に相当  

・国内旅行者１人１回あたりの消費額（日帰り）＝1.5万円（観光庁：2013 年旅行･観光消費動向調査） 

→ 定住人口約 83人分に相当  

 

 

京都府 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2005 年＝100 として各年数値を指数化 

定住人口 

観光入込客数 

経済効果の点から観光入込客

数を定住人口相当に換算した

もの＋定住人口 

(注)  

2011、2012 年は、京都市国内日帰り

客数が不明のため、換算をしていない 

（北部、中部、南部のみ換算） 

 

 

指 

数 

旅行者の消費活動を含めた 

経済効果から見た人口規模 
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（参考）京都府への人の流れ 
※2014 年 京都市下京区 休日の例 

 

 
出典：内閣官房「地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）」観光マップ From-to 分析（滞在人口） 

 」  


